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政
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委
員
会
）

経
済
社
会
の
構
造
の
変
化
に
対
応
し
た
税
制
の
構
築
を
図
る
た
め
の
所
得
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
案

（
第
百
七
十
七
回
国
会
閣
法
第
二
号
）
（
衆
議
院
送
付
）
要
旨

本
法
律
案
は
、
経
済
社
会
の
構
造
の
変
化
に
対
応
し
た
税
制
の
構
築
を
図
る
観
点
か
ら
、
法
人
税
率
の
引
下
げ
、
納
税
環
境

の
整
備
等
に
つ
い
て
所
要
の
措
置
を
講
ず
る
も
の
で
あ
り
、
そ
の
主
な
内
容
は
次
の
と
お
り
で
あ
る
。

一
、
法
人
課
税

１

国
税
と
地
方
税
を
合
わ
せ
た
法
人
実
効
税
率
を
五
％
引
き
下
げ
る
た
め
、
法
人
税
率
を
三
十
％
か
ら
二
十
五
・
五
％
へ

四
・
五
％
引
き
下
げ
る
。

２

中
小
法
人
に
対
す
る
軽
減
税
率
（
中
小
企
業
者
等
の
法
人
税
率
の
特
例
）
を
十
八
％
（
本
則
二
十
二
％
）
か
ら
十
五
％

（
本
則
十
九
％
）
へ
三
％
引
き
下
げ
る
。

３

法
人
実
効
税
率
の
引
下
げ
と
あ
わ
せ
、
特
別
償
却
や
準
備
金
制
度
等
の
租
税
特
別
措
置
の
廃
止
・
縮
減
の
ほ
か
、
減
価

償
却
の
見
直
し
や
大
法
人
に
係
る
欠
損
金
の
繰
越
控
除
の
一
部
制
限
等
を
行
う
。

二
、
納
税
環
境
整
備
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税
務
調
査
手
続
の
法
令
上
の
明
確
化
、
更
正
の
請
求
期
間
の
延
長
等
及
び
処
分
の
理
由
附
記
の
実
施
等
を
行
う
。

三
、
そ
の
他

既
存
の
租
税
特
別
措
置
の
整
理
合
理
化
を
行
う
ほ
か
、
所
要
の
措
置
を
講
ず
る
。

四
、
施
行
期
日

こ
の
法
律
は
、
別
段
の
定
め
が
あ
る
も
の
を
除
き
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

な
お
、
第
百
七
十
七
回
国
会
に
お
い
て
、
こ
の
法
律
の
題
名
を
改
め
、
「
現
下
の
厳
し
い
経
済
状
況
及
び
雇
用
情
勢
に
対
応

し
て
税
制
の
整
備
を
図
る
た
め
の
所
得
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
案
」
に
規
定
さ
れ
る
措
置
に
関
す
る
改
正
規
定
を
削

除
す
る
等
の
内
閣
修
正
が
、
ま
た
、
今
国
会
に
お
い
て
、
施
行
期
日
等
を
修
正
し
、
国
税
通
則
法
改
正
に
係
る
一
部
の
規
定
を

削
除
す
る
等
の
内
閣
修
正
が
、
そ
れ
ぞ
れ
行
わ
れ
て
い
る
。
さ
ら
に
、
衆
議
院
に
お
い
て
、
所
得
税
の
諸
控
除
の
見
直
し
、
相

続
税
の
基
礎
控
除
・
税
率
構
造
の
見
直
し
及
び
地
球
温
暖
化
対
策
の
た
め
の
課
税
の
特
例
の
創
設
等
の
措
置
を
削
除
す
る
修
正

が
行
わ
れ
て
い
る
。

ま
た
、
本
法
律
施
行
に
伴
う
平
年
度
の
租
税
減
収
見
込
額
は
、
約
七
千
三
百
億
円
で
あ
る
。


